
 

 

 

 

 

野洲市行財政改革の推進について 

（概要） 
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１ プラン策定の背景 
 
 
 

 これまで野洲市では、リーマンショックに端を発する法人市民税の減収に対

応するために「財政健全化集中改革プラン」を、普通地方交付税が段階的に削

減される合併算定替の終了（※参考資料１）を視野に入れた取組として「行財

政改革推進方針」とその実施計画である「行財政改革推進計画」をそれぞれ策

定して、厳しい財政状況に対する改革に取り組んでまいりました。 

現在、新たな社会情勢の変化や成熟した社会の多様なニーズに経営的な視点

を持って対応すべく策定した「経営改善方針」および「経営改善アクションプ

ラン」により、行政運営の改善に向けた取組を行っているところです。 

しかしながら、いずれの取組も資産の売却や一時的な補助金の見直しが中心

となるなど、短期間の財源捻出といった域を出ず、野洲市の行財政運営上の課

題に正面から向き合うには至りませんでした。 

そのような中、令和３年３月に示された「令和２年度中期財政見通し」で

は、現状の財政運営を継続した場合、令和７年度に財政調整基金が最低保有規

模とする６億円を下回る（※参考資料２）大変厳しい見通しが示されました。 

その背景として、市がサービスを直営化している業務が多く、経常的な経費

となる人件費の割合が同規模の自治体と比べて非常に高い、機能が重複する施

設の集約化が進んでいないことなどにより歳入と歳出のバランスが崩れている

ことが挙げられるとともに、その結果として、増大する公共施設等の長寿命化

や更新といったいわゆる老朽化対策に要する経費に充てる財源が用意できてい

ないことなどの大きな課題が顕在化しています。 

これらは今までの行財政運営において、適切な対策が講じられてこなかった

ことが、現在の財政状況悪化の要因に繋がっているものと考えています。 

加えて、昨今では、新型コロナウイルス感染による不透明な税収見込みとな

っていることや、少子・高齢化の進展による社会保障関係経費の増大も不可避

となっています。 

今直面する行財政の危機に対し、市を挙げて断固として改革に取り組むこと

で持続可能な行財政運営を実現し、市民が将来にわたっていきいきと暮らせる

社会、笑顔あふれる市政の実現を目指すため本プランを策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

参考資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記のうち財政調整基金の推移と推計
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平成29年度… 平成30年度… 令和元年度… 令和２年度… 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

2,120,768

1,726,345
1,605,727 1,583,892

1,276,892

917,892

671,892 666,892 567,892

（単位：千円）

安定保有規模想定額 ≒ 20億

決算見込決算決算

最低保有規模
想定額≒6億円



 ２ プランの位置づけと期間 
 

 本プランは、市の最上位計画である第２次野洲市総合計画を実現するために

策定します。 

 また、既に取り組んでいる野洲市経営改善方針（平成 30 年 10 月策定）およ

び野洲市経営改善アクションプラン（令和元年度）に引き続き取り組むものと

し、これに併せ本プランにおいて、財政健全化に向けた具体的な取組につい

て、数値目標を明確にした上で実施するものとします。 

 計画実施期間は令和４年度から令和８年度までとし、総合計画及びその他計

画とも連携を図るものとします。 

 

３ プランの柱建てと数値目標 

■行財政改革の方針と取組（Ｒ４～８年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ⅰ  財政健全化に向けた取組    

適切な財政調整基金の規模の確保 
 

〇令和８年度末残高：15億円以上 
 

（対策）・資産の有効活用による歳入確保・歳出削減の取組 

・各種広告収入確保の取組 

・ふるさと納税・企業版ふるさと納税の推進 

・一般会計貸付金の早期返還の取組 

・人件費圧縮の取組（内部事務見直し・組織改編等によるもの） 

・枠予算制度の導入 

・市役所業務の効率化 

・補助事業・サービス等の見直し 

  Ⅱ  公共施設等更新財源確保のための取組    

公共施設等整備基金の積立 
 

〇令和８年度末残高：７．５億円以上 
 

（対策）・使用料および手数料の見直し 

・市役所業務の民間ノウハウ・提案の導入検討 

・事業進度調整等による歳出の平準化の取組 

  Ⅲ  今回の行財政改革で特に重要な取組 

〇公共サービスのあり方検討     

・効率性や経済性等を考慮して民間活力の活用の可否について検討 

〇公共施設の統廃合もふくめた機能のあり方の見直し        

・「野洲市公共施設のあり方（第１期整備方針）」（H31.3）を基本に 

機能のあり方について更なる見直し 



４ 重点的取組事項 

 Ⅰ 財政健全化に向けた取組                 
 
（歳入） 

① 資産の有効活用による歳入確保・歳出削減の取組 

市が保有する資産について、積極的な活用および効率的な活用を図ることによ 

り歳入確保・歳出削減を図ります。 

（具体的な取組） 

・行財政改革推進室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

② 各種広告収入確保の取組 

本市では現在、広告事業を停止しているが、歳入確保、地域経済の活性化等の 

観点から再度取り組むこととすることから、積極的な活用を検討することとしま 

す。 

（具体的な取組） 

   ・「野洲市広告事業実施要綱」に基づく広告事業の推進 

 

③ ふるさと納税・企業版ふるさと納税の推進 

ふるさと納税・企業版ふるさと納税制度に本格的に取り組むこととし、同時に 

アフターコロナを見据えたシティセールスを推し進め、更なる歳入確保と市内産 

業活性化を図ります。 

（具体的な取組） 

・ふるさと納税・企業版ふるさと納税の推進 

 

④ 一般会計貸付金の早期返還の取組 

一般会計における早期健全化を図るため、他会計への貸付金のうち、貸付先会 

計の財務状況を勘案し、早期に償還が可能であると認められるものについて、期 

限を前倒して償還を求めることとします。 

（具体的な取組） 

   ・病院事業会計貸付金の前倒し償還 

 

（歳出） 

⑤ 人件費圧縮の取組（内部事務見直し・組織改編等によるもの） 

規模が似た自治体を指す類似団体との比較において、本市の人件費の割合は比 

較的に高いものとなっており、また、時間外勤務の増加による経費も年々大きく 

なる傾向にあることから、業務の更なる合理化等を図ることにより、経常的経費 

にあたる人件費の圧縮に取り組むこととします。 

（具体的な取組） 



   ・時間外勤務時間の削減目標設定 

   ・業務マニュアル策定 

   ・ＡＩ、ＩＣＴ技術の積極活用検討  

   ・業務の外注化の検討 

   ・兼務・多様な勤務形態の導入 

   ・組織改編、組織配置の見直し ほか 

 

⑥ 枠予算制度の導入 

各部等が健全な行財政運営に留意し、予算要求時における更なる事業費精査の 

自助努力を促すことを目的として、予算の個別要求方式から一般財源枠を予め部 

等へ示したうえで予算要求を行う枠予算制度の導入を行います。 

（具体的な取組） 

   ・枠予算制度導入による部等の更なる事業費精査 

 

⑦ 市役所業務の効率化の取組 

市が所掌する業務について、全庁的に共通した業務を洗い出し、業務委託の包 

括化等を導入することにより、業務の効率化と歳出抑制を図ります。 

（具体的な取組） 

・行財政改革推進室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

⑧ 補助事業・サービス等の見直し 

公平性、公正性、公益性、時代適合性、経済性、有効性等の観点から既存の事 

業（以後、補助金も含む）を評価し、事業の最適化を図ります。また、役割を終 

えた事業や十分な成果・効果が認められない事業については、廃止も含めて早期 

に見直しを図ります。 

（具体的な取組） 

   ・「事務事業評価実施に関するガイドライン」に基づく事務事業の見直し 

・「補助金等の適正化に関するガイドライン」に基づく補助事業の見直し 

 

Ⅱ 公共施設等更新財源確保のための取組              
 
（歳入） 

⑨ 使用料および手数料の見直し 

使用料および手数料に関しては受益者負担の原則の下、社会情勢や市民の価値 

観、サービスの利用実態の変化を踏まえた統一的な視点による定期的な見直しが 

必要です。 

こうしたことから、令和元年８月に策定した「野洲市経営改善アクションプラ 

ン」に改めて使用料等の定期的な見直しを位置付けたところであり、公平性と透 

明性を確保するため策定した「使用料等の見直しに関するガイドライン」に基づ 



く使用料等の見直しを進め、業務の効率化等による経費の削減に努めることを前 

提に、受益者負担の適正化を図ることとします。 

（具体的な取組） 

・「使用料等の見直しに関するガイドライン」に基づく見直し 

 

（歳出） 

⑩ 市役所業務の民間ノウハウ・提案の導入検討 

市役所が直営で行っている業務について、可能な限り民間のノウハウ等の活 

用を検討します。また、民間からも業務改善提案等を広く募集し、業務執行にお 

ける合理化を目指します。 

（具体的な取組） 

・行財政改革推進室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

⑪ 事業進度調整等による歳出の平準化の取組 

東京五輪の影響により高騰する公共事業における人件費と資材費等について、 

事業の年度間調整を行うなどにより、投資的経費の抑制の可能性を検討します。 

（具体的な取組） 

・行財政改革推進室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

Ⅲ 今回の行財政改革で特に重要な取組              
 

⑫ 公共サービスのあり方検討 

市が市民に提供するサービスについて、引き続き市が直営で提供することが効 

率的、経済的に最適か等の検証を行います。民間において同様の事業効果をもた

らすものについては積極的に民間活力の活用を図ります。 

（具体的な取組） 

・行財政改革推進室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

⑬ 公共施設の統廃合も含めた機能のあり方の見直し 

平成３１年３月に策定した「野洲市公共施設のあり方（第１期整備方針）」を基 

本として、合併により市内に機能が重複することとなった公共施設について統廃 

合等を図ることとします。なお、個々の施設のみの要否を検討するのではなく、 

公共施設を通じた市の行政サービス提供のあり方や、広く市内における他の既存 

施設との関連性も十分に考慮した検討を行うこととします。 

（具体的な取組） 

・「野洲市公共施設のあり方（第１期整備方針）」を基本に、行財政改革推進 

室からの問題提起と各所管課からの提案（調整中） 

 

なお、上記に掲げる取組によって捻出された財源については、ⅠあるいはⅡの基金

に充当するが、必ずしも掲載のある基金に固定化しない。 



今後の行財政改革のスケジュール 

 

 ６月３０日  全員協議会説明 

〇 「行財政改革の推進について」（概要） 

 

 ７月～１０月 庁内各課検討・庁内推進組織における審議等各種調整 

 

 １１月～   全員協議会説明、自治連合会説明・市民懇談会開催 

〇 「行財政改革の推進について」（詳細） 

〇 「使用料・手数料」（詳細） ➡ 条例改正提案（２月議会） 

 

 令和３年度内 （仮称）行財政改革推進プラン策定 
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